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首里城正殿完成記念機運醸成補助金 

公募要領 

 
１ 事業目的 

 この補助金は、文化芸術に関する事業を実施する団体が行う、国内外におけ

る首里城に象徴される沖縄の歴史・文化をはじめとする「沖縄の魅力」を発信

する取組に対して補助を行うことにより、沖縄県の首里城正殿完成記念関連事

業として年間を通した取組を実施し、国内外における祝賀ムードの醸成、県民

が地域への愛着や誇りを再認識する機会の提供、本県の観光振興に寄与するこ

とを目的としています。 

 

 ※ 本補助金が対象とする「文化芸術」は、条例に規定するもののうち、次の

分野とします。なお、「文化財等の保存及び活用」は、対象にならないの

でご留意ください。 

沖縄の伝統的な文化：「しまくとぅば」、「組踊、さんしん音楽、琉球舞

踊その他の伝統芸能」、「空手道・古武道」、「本県の歴史及び風土に

培われたびんがた、織物、陶器、漆器その他の伝統工芸」及び「伝統的

な行事、食文化その他の伝統的な文化」 
芸術：文学、音楽、美術、演劇、舞踊及びメディア芸術その他の芸術 
芸能：沖縄の伝統的な文化に含まれる伝統芸能を除く芸能 
生活文化：茶道、華道、書道その他生活に係る文化 

 
２ 応募することができる文化芸術団体等 

応募することができる文化芸術団体等（以下「応募者」という。）は、次の

(1)から(6)までのいずれかに該当する団体等であって、「３ 応募資格」を全

て満たす者とします。 
(1) 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成 18 年法律第 48 号）

に規定する一般社団法人及び一般財団法人 
(2) 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成 18 年法律

第 49 号）に規定する公益社団法人及び公益財団法人 
(3) 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律（平成 18 年法律第 50 号）に規定する特例民法法人 
(4) 特定非営利活動促進法（平成 10 年法律第７号）に規定する特定非営利

活動法人 
(5) 会社法（平成 17 年法律第 86 号）に規定する株式会社（特例有限会社を

含む。）、合名会社、合資会社及び合同会社 
(6) 任意団体 

※ 応募者が共同企業体又はコンソーシアム等（以下「共同企業体等」という。）

である場合は、構成員のうち、上に記載した条件を満たす団体等を１者以
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上含むこととします。 
 
３ 応募資格 

応募者は、次の要件を全て満たすこと。 
(1) 沖縄県内に主たる事務所又は事業所を有していること。 

(2) 文化芸術に関する事業を行っていること。 

(3) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第 1 項の規定に

該当しない者であること。共同企業体等が応募する場合は、構成員の全てがこの要

件を満たすこと。 

 【参考】地方自治法施行令（抜粋） 

（一般競争入札の参加者の資格） 
第百六十七条の四 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほ

か、一般競争入札に次の各号のいずれかに該当する者を参加させること

ができない。 
一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 
二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第

七十七号）第三十二条第一項各号に掲げる者 
(4) 県税の滞納がないこと。 

(5) 社会保険（労働保険、健康保険及び厚生年金保険）に加入する義務がある

者については、これらに加入していること。 
 (6) 雇用する労働者に対し、最低賃金額以上の賃金を支払っていること。 
 (7) 労働関係法令を遵守していること。 

(8) 共同企業体等が応募する場合は、共同企業体等の中に代表する法人又は団

体（以下「代表団体」という。）を１者置くものとする。代表団体は、本事

業の運営管理、共同企業体等構成員相互の調整、財産管理等の事務的管理を

主体的に行う母体としての機関とし、共同企業体等を構成する団体等を代表

する。また、代表団体は、事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤及び

管理能力を有すること。 
(9) 共同企業体等の構成員は、他の共同企業体の構成員となることはできない。

また、共同企業体等の構成員は、法人又は団体単体で申請することはできな

い。 

(10) 応募者（法人又は団体）の名義で開設した口座があること。応募者が共

同企業体等の場合は、代表団体の名義で開設した口座に代えることができ

る。 

(11) 本補助金は、沖縄県が行う「首里城正殿完成記念事業」のパッケージ事

業の一つであることから、他事業との相互連携（補助事業の実施時期、広報

手段、補助事業に関する資料及び写真の提供等）について、柔軟な対応が可

能であること。 
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４ 補助金交付の対象となる事業 

補助金交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、応募者が実

施する「国内外において首里城に象徴される沖縄の歴史・文化をはじめとする

「沖縄の魅力」を発信する事業」且つ、次の(1)から(3)のいずれかを目的とす

る事業とします。 

(1) 国内外における祝賀ムードを醸成する事業 

 (2) 県民が地域への愛着や誇りを再認識する機会を提供する事業 

 (3) 本県の観光振興に寄与する事業 

 
５ 補助対象期間、補助率及び上限額 

 (1) 補助対象期間 

補助金交付決定日から令和９年３月 31 日（水）まで 

(2) 補助率 

 定額（８/10） 

(3) 補助上限額 

 1,000 万円 

 

６ 補助対象経費 

(1) 補助の対象となる経費の要件 

補助の対象となる経費の要件は、次のアからオまでの要件を全て満たす経

費となります。 
ア 経費の使途が補助事業の遂行に必要なものであると明確に特定できる

こと。 

 ※ 明確に特定できないもの（補助事業ではない事業も実施している事

務所の家賃を按分するなど）や、補助事業の遂行と関係ない事業に関す

る経費と判断される場合は、補助対象経費として認められません。 
イ 交付決定日以後の契約・発注により発生した経費であること。 

 ※ 契約・発注の日付が、交付決定日以前か以後かで判断します。交付

決定日以前に見積を取得し、交付決定日以後に契約・発注を行っている

場合は、補助対象経費として認められます。そのため、証憑書類は、契

約・発注の日付が分かるように整える必要があります。 
ウ 補助対象期間中に支払いを完了した経費であること。 

 ※ 納品や請求が補助対象期間中でも、支払いが補助事業の完了日以降

である場合、原則として補助対象経費になりません。ただし、例外とし

て、「補助対象期間中に契約・発注等を行い、納品や業務の遂行が完了

し、支払額が確定しているもの」かつ、「補助対象期間中の支払いが困

難なもの」は、補助事業完了日の 30 日前に県へ報告を行い、承認を得

たものに限り、対象と認める場合があります。 
   「補助対象期間中の支払いが困難なもの」として具体的に想定して

いる事例は、事業に従事する従業員やアルバイトの給料等が、業務に従

事した月の翌月に支払う規定となっている場合、２月１日から事業完了
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日までの給料等の支払が、３月になるような事例を想定しています。 
単純に支払いが間に合わなかったことによるもの、支払先の支払期限

に合わせたもの及び補助金の支払いがされてから支払うとしていたも

の等の理由は、認められません。 
エ 証憑書類によって実際の支払日、支払金額及び支払根拠が確認できる

経費であること。 

証憑書類とは、次の(ｱ)及び(ｲ)の書類を指し、支払日及び支払金額が確

認できる書類としています。 
   (ｱ) 人件費に関する書類 

     従事した従業員やアルバイト１人ごとに、次のａからｄまでの書類 
ａ 補助事業の業務に従事した日付、従事時間及び業務内容が確認で

きる業務日報 
ｂ 出勤簿又はタイムカード等（出勤した日付や時間等が確認できる

もの） 
ｃ 人件費における時間単価の算出方法及び算出した金額が分かるも

の（給料の年間総支給額（見込みを含む。）を年間の総労働時間（見

込み）で割って算出した時給単価等） 
ｄ 社会保険料の事業者負担分等法定福利費に対する時間単価の算出

方法及び算出した金額が分かるもの 

※ 補助事業で人件費を計上する場合は、ａ及びｂの提出を必須とし

ます。 

      (ｲ) 事業費に関する書類 

    ａ 銀行振込証明書又は領収書 
    ｂ 請求書 
    ｃ 納品書又は業務完了報告書等受注した業務を完遂したことが分か

る書類 
ｄ その他支払日及び支払額の根拠を説明するための必要書類等（旅費

における一部経費等領収書がある実費以外の支払に関する根拠となる

社内規定や、入札を実施したことを証明するための入札書等） 
オ 次の「(2) 補助対象経費一覧」に記載がある経費 

(2) 補助対象経費一覧 

補助の対象となる経費は、上記(1)の補助の対象となる経費の要件を全て

満たし、次の一覧に記載があるものとなります。 

 
補助対象経費一覧 

経費 

区分 
内 容 

 
人件費 

 
応募者が直接雇用し、事業に従事する者の作業時間に対する人件費（事業

を実施するために必要な短期のアルバイト等に係る経費を含む）。 
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事業費 

 
 

 
旅費：事業を行うために必要な国内出張及び海外出張に係る経費 

 
会議費：事業を行うために必要な会議、講演会、シンポジウム等に要する経

費（会場借料、機材借料及び茶菓料（お茶代）等） 
 
謝金：事業を行うために必要な謝金（会議・講演会・シンポジウム等に出席

した外部専門家等に対する謝金、講演・原稿の執筆・研究協力等に対する

謝金等） 
 
備品費：１年以上継続して使用できるものであり、消費税及び地方消費税込

みの単価が 10 万円以上のものかつ、事業を行うために必要な物品の購入、

製造に必要な経費。ただし、リース・レンタル等購入以外の方法により利

用ができないものに限る。 

 

借料及び損料：事業を行うために必要な機械器具等のリース・レンタルに要

する経費 

 

消耗品費：事業を行うために必要な物品であって備品費に属さないもの（た

だし、当該事業のみで使用されることが確認できるもの）の購入に要する

経費 

 

印刷製本費：事業で使用するパンフレット・リーフレット、事業成果報告書

等の印刷製本に関する経費 

 

その他諸経費：事業を行うために必要な経費のうち、当該事業のために使用

されることが特定・確認できるものであって、他のいずれの区分にも属さ

ないもの 

例） 

- 通信運搬費（郵便料、運送代、通信・電話料等） 

- 光熱水費（電気、水道、ガス。例えば、専用のメータの検針により当該

事業に使用した料金が算出できる場合） 

- 翻訳通訳、速記費用 

- 文献購入費、法定検査、検定料、特許出願関連費用等 

 

委託・外注費：補助事業者が直接実施することができないもの又は適当でな

いものについて、他の事業者に委託・外注するために必要な経費（ほかの

経費項目に含まれるものを除く。） 
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(3) 補助の対象とならない経費 

 次のアからカまでに該当する経費は、補助対象経費に該当しません。 
ア 代表者及び役員に係る人件費（役員報酬等含む。） 
イ 事業費における消費税及び地方消費税。ただし、消費税法（昭和 63 年

法律第 108 号）第９条第１項本文の規定により消費税を納める義務が免

除される応募者は、補助対象経費に含めてよいこととします。 

  なお、共同企業体等で消費税を納める義務がある団体等と免除されて

いる団体等の両方が含まれる場合は、事業費における消費税及び地方消

費税を補助対象経費に含めないこととします。 

ウ 応募者が行う補助事業以外の経費 

エ 補助事業以外の経費と明確な区分が困難な経費 

オ 商品券及び切手等の金券類の購入に要する経費で、購入した金券類が、

次の(ｱ)及び(ｲ)のいずれかに該当するもの 

 (ｱ) 補助事業で使用したことが証明できないもの 

 (ｲ) 補助対象期間中に使用したことが証明できないもの 

カ その他補助対象経費として適切と認められない経費（補助事業の趣旨

・目的に沿わない経費、法令に違反するおそれのある経費及び公的資金

の使い方として社会通念上不適切な経費等） 

 
７ 事業収益 

 補助事業の実施に伴う収入（入場料、受講料、協賛金、寄附等）がある場合、

補助対象経費から税抜きの収入額を控除します。 
 
８ 応募手続及びスケジュール 

(1) 公募要領等の配布 

配布に代えて沖縄県公式 web サイトに掲載します。 
(2) 応募に関する質問 

 応募に関する質問は、日本語のメールのみ受付けます。質問受付期限やメ

ールの送付先は、次のアからウまでのとおりとなります。なお、審査に関す

る質問には回答しません。 

ア 質問受付期限：令和８年４月 10 日（金）正午（12:00）まで 

イ 質問メール送付先：aa058106@pref.okinawa.lg.jp 

ウ 質問メールタイトル：メールのタイトルに「首里城正殿完成記念機運醸

成補助金の公募に関する質問」と記載してください。 

(3) 応募申請書等の提出期限等 

ア 提出期限：令和８年４月 24 日（金）正午（12：00） 
イ 提出場所：沖縄県那覇市泉崎 1-2-2 沖縄県庁８階 文化振興課 

ウ 提出方法：持参または郵送により提出。ただし、郵送の場合は到着確認

が可能な手段をとるものとし、提出期限内に到着するよう送付すること。 
エ 提出書類：「９ 提出書類等」に定める書類 

(4) 応募申請書等の提出後のスケジュール（予定） 
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ア 一次審査の結果：令和８年４月 28 日（火）にメールにて送付を予定。 

イ 二次審査（原則書面）：審査委員会による内容審査を実施することとし、

書面審査では十分な審査が不可と判断した場合は、プレゼンテーション方

式による審査を実施する。 

※プレゼンテーション方式による審査を実施する場合、改めて日程をお知

らせします。 
ウ 二次審査の結果通知：令和８年５月 19 日（火）頃を予定 

エ 交付申請書の提出等：審査の結果、採択された応募者は、応募申請書類と

別に補助金の交付申請書等を提出する必要があります。交付申請書の提出期

限は、審査結果の通知から２週間後（令和８年６月２日頃）を予定していま

す。 
オ 補助金の交付決定：令和８年６月中旬以降を予定しております。 

カ 概算払い：交付決定額の範囲内で８割を上限に概算払いを行います。 

キ 実績報告書：補助事業の完了から 30 日以内又は令和９年３月 31 日まで

のいずれか早い期日までに文化振興課に提出する必要があります。 
ク 補助金額の確定通知：実績報告書の提出後、書類の確認及び修正を終え

たものから順に通知します。 
ケ 補助金の精算払い請求書：補助金交付額確定通知の受領後、沖縄県文化

振興課あて送付してください。 
 
９ 提出書類等 

  次の提出書類を提出期限までにご提出してください。 

【提出書類１】（様式１）応募申請書 

【提出書類２】（様式２）補助事業計画書 

※ 補助金の交付決定日が令和８年６月中旬を仮定して記載してください。 

【提出書類３】（様式３）団体等概要書 

※ 共同企業体等で応募する場合は、構成員となる全団体等分の提出が必要

です。 

【提出書類４】（様式４）事業収支予算書兼経費明細表 

  ※ 本公募では、様式のみの提出ですが、採択された後の交付申請書提出の

際に、見積書又は過去に実施した類似事業での支払実績が分かる書類等各

経費の積算根拠となる書類を提出していただく予定です。 

【提出書類５】（様式５）実績書 

【提出書類６】（様式６）誓約書 

※ 共同企業体等で応募する場合は、構成員となる全団体等分の提出が必要

です。 

【提出書類７】（様式７）消費税の免除に関する申立書 

※ 消費税を納める義務が免除される応募者のみ提出してください。 

【提出書類８】応募者（法人又は団体）の名義で開設した口座に係る通帳の写し 

※ 通帳は、表紙及び中面のカタカナ書きが確認できるようにしてください。 
【提出書類９】履歴事項全部証明書（旧登記簿謄本） 
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※ 任意団体等履歴事項全部証明書の取得ができない団体は、代わりに「団

体の名称」、「事務所の所在地」、「設立年月日」、「団体の目的」、「団

体として実施する事業」及び「団体の代表者及び役員」が確認できる団体

の規約等団体内部で承認を得た資料を提出してください。 
【提出書類 10】県税の納税証明書（証明税目：県税全税目、証明事項：滞納がな

いこと） 

※ 共同企業体等で応募する場合は、構成員となる全団体等分の提出が必要

です。また、任意団体の場合は、代表者の納税証明書を提出してください。 
【提出書類 11】共同企業体等協定書 

※ 共同企業体等で応募する場合は、ご提出ください。 
【提出書類 12】提出書類１から 11 までを保存した DVD-R 又は USB メモリ等電磁

的記録媒体 

  ※ 納税証明書等公的書類及び押印した書類は、スキャンするなどして保存

してください。 

提出部数：【提出書類２】から【提出書類５】までは８部（正本 １ 部、副本 ７ 

部）、それ以外は１部 
 
10 審査 

 応募のあった補助事業については、次のとおり審査を行います。 

(1) 一次審査（資格及び内容審査）：文化振興課で提出書類を確認し、応募資格

を満たしているかの確認及び書面での内容審査を行い、応募資格を満たし、内

容面での評価が高い者を一次審査通過者とします。 

(2) 二次審査（内容審査）：審査会において、プレゼンテーションの内容及び補

助事業計画書等を確認し、採択する優先順位を決定します。 

(3) 主な審査のポイント：審査は、主に次の点を評価します。 

 ア 補助事業の目的 

 本事業の目的を理解し、国内外における祝賀ムードの醸成、県民が地域へ

の愛着や誇りを再認識する機会の提供、本県の観光振興への寄与を図ること

を目的としているか。 

イ 補助事業の内容 

 アの目的に沿った取組であり、令和８年度秋頃の首里城正殿完成に向け、

令和８年７月頃からの気運醸成、秋頃以降の「沖縄の魅力」継続的な発信等、

年間を通した内容となっているか。 

ウ 情報発信 

 取組の効果を最大化するための情報発信の方法は効果的か。 

エ 事業実施の確実性 

イの事業内容を達成するため、場所・日程の確保の状況、関係機関との携体

制の構築等事業実施の確実性の高い取組となっているか。 

オ 費用積算・実施体制 

 費用の積算は適切か。また、過去の実績が充分で、人員体制に不足はない

か。 
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カ 実施スケジュール 

イの事業内容を達成するためのスケジュールとなっているか。工程に漏れ

はないか。 

キ 自主材財源確保の取組・補助期間終了後の取組 

 県の補助金以外の自主財源を確保する見込みがあるか。 

 
11 採択について 

原則として、二次審査において優先順位の高い応募者から順に採択する予定で

す。例外として、次の(1)から(3)までに該当する場合等優先順位の低い者を採

択する場合があります。 

(1) 優先順位の高い者が、交付申請書を締切までに提出しない場合 

(2) 優先順位の高い者が、辞退した場合 

(3) 予算の都合上、優先順位の高い者の補助事業に係る応募額全額を補助でき

ない場合（予算の範囲内で交付申請を行える者を除く。）。 

 
12 その他 

(1) 次のいずれかに該当する場合は、失格又は無効とする。 
ア 提出期限を過ぎて提出書類等が提出された場合 
イ 提出した書類に虚偽の内容を記載した場合 
ウ 審査員と利害関係がある等審査の公平性に影響を与える行為があった場

合 
エ 公募要領に違反すると認められる場合 
オ その他担当者があらかじめ指示した事項に違反した場合 
カ その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為があった場合 

(2) 書類提出に当たって使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とす

る。 
(3) 提出期限後の提出書類の変更、差し替え又は再提出は、軽微な変更を除き、

原則認めない。 
(4) 応募書類等の作成に要する経費等、本事業の応募に要した経費については、

応募者の負担とする。 
(5) 提出された応募書類等については返却しない。 
(6) 選定に関する審査内容及び経過等については公表しない。 
(7) １応募者当たりの提案は１件とする。 

 
13 問合せ・書類提出先 

〒900-8570 沖縄県那覇市泉崎１丁目２番２号 沖縄県庁８階 
沖縄県文化観光スポーツ部文化振興課 文化振興班 担当：島袋 
TEL：098-866-2768 / FAX：098-866-2122 
E-mail：aa058106@pref.okinawa.lg.jp 

※応募に関する質問は、日本語のメールのみ受付けます。 


